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title

Ⅰ．第７期（２０１５年３月期）決算について



2014/3期 2015/3期 増減
(単位：億円) （Ａ） （Ｂ） （B）-（A）

1 連結業務粗利益 1,453 1,281 △ 171

2 978 845 △ 132

3 978 845 △ 132

4 経常利益 1,657 1,530 △ 127

5 当期純利益 1,243 927 △ 315

6 与信関係費用(△は費用) 306 282 △ 23

7 303 321 18

2014/3末 2015/3末 増減
(単位：億円) （Ａ） （Ｂ） （B）-（A）

8 貸出金残高 138,384 132,613 △ 5,770

9 総資産 163,107 163,606 498

2014/3末 2015/3末 増減
（Ａ） （Ｂ） （B）-（A）

10 連結総自己資本比率 15.83% 16.79% 0.96%

11 連結普通株式等Tier１比率 15.30% 16.21% 0.91%

（参考）速報値

株式・ファンド関係損益

連結業務純益（一般貸引繰入前）

連結業務純益（一般貸引繰入後）
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Ⅰ-１．決算サマリー（連結）

①損益の概況

連結業務粗利益は、2014/3期比171億円減の

1,281億円

当期純利益は、同比315億円減の927億円

与信関係費用は、貸倒引当金の戻入等により

計282億円の益を計上

株式・ファンド関係損益は、複数の投資案件のEXIT

等による株式等売却益の増加もあり、同比18億円

増の321億円の益を計上

②資産の概況

2015/3末の貸出金残高は、危機対応融資の約定

回収等により、2014/3末比5,770億円減の13兆

2,613億円

不良債権比率は、銀行法に基づくリスク管理債権

ベースで0.77%、金融再生法開示債権（単体）

ベースで0.75%と、ともに2014/3末比で改善

③財務健全性の確保

連結総自己資本比率は16.79%、連結普通株式等

Tier１比率は16.21%



2014/3期 増減
（A) （B)-(A)

1 1,453 1,281 △ 171

2 1,231 1,178 △ 53

3 136 79 △ 56

4 84 23 △ 61

5 △ 474 △ 435 38

6 978 845 △ 132

7 － － －

8 978 845 △ 132

9 679 684 5

10 △ 3 △ 3 △ 0

11 309 286 △ 23

12 26 162 136

13 22 22 0

14 324 216 △ 108

15 うちファンド関連損益 277 159 △ 118

16 1,657 1,530 △ 127

17 2 6 3

18 1,660 1,536 △ 123

19 △ 408 △ 589 △ 181

20 1,251 946 △ 304

21 8 19 10

22 1,243 927 △ 315

税金等調整前当期純利益

法人税等合計

当期純利益

持分法による投資損益

少数株主利益

連結業務純益（一般貸引繰入前）

一般貸倒引当金繰入額（△は繰入）

連結業務純益（一般貸引繰入後）

臨時損益（△は費用）

(単位：億円) （B)

連結業務粗利益

資金利益

不良債権関連処理額

その他業務利益

営業経費

2015/3期

貸倒引当金戻入益・取立益等

役務取引等利益

株式等関係損益

その他

経常利益

特別損益

少数株主損益調整前当期純利益
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Ⅰ-２．損益計算書（連結）

①連結業務粗利益

連結業務粗利益は、2014/3期比171億円減の

1,281億円

資金利益は、貸出金残高の減少に加え、利幅縮小等

により、同比53億円減の1,178億円

役務取引等利益は、投融資関連手数料の計上減に

より、同比56億円減少

その他業務利益は、債券償還益の計上減等により、

同比61億円減少

②株式等関係損益・ファンド関連損益

株式等関係損益は、複数の投資案件のEXIT等により、

同比136億円増の162億円の益を計上

ファンド関連損益は、同比118億円減少したものの、

複数の投資案件のEXIT等により、159億円の益を確保

③当期純利益

当期純利益は、同比315億円減の927億円



2014/3末 2015/3末
(単位：億円) （Ａ） （Ｂ）

1 現金預け金 2,601 3,177 575

2 有価証券 16,375 18,879 2,503

3 貸出金 138,384 132,613 △ 5,770

4 有形固定資産 2,376 2,661 285

5 支払承諾見返 1,071 1,674 603

6 貸倒引当金 △ 1,129 △ 847 282

7 その他 3,427 5,446 2,018

8 163,107 163,606 498

9 債券・社債 42,374 45,693 3,318

10 借用金 91,826 85,982 △ 5,843

11 その他 2,629 4,458 1,828

12 136,829 136,133 △ 696

13 資本金 12,069 12,069 －

14 資本剰余金 10,604 10,604 －

15 利益剰余金 2,827 3,447 619

16 その他の包括利益累計額 675 1,207 532

17 少数株主持分 100 143 43

18 26,277 27,472 1,195

（B）-（A）

負債の部合計

純資産の部合計

資産の部合計

増減
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Ⅰ-３．貸借対照表（連結）

（参考）連結株主資本等変動計算書

①資産

貸出金は、危機対応融資の約定回収等により、2014/3末

比5,770億円減の13兆2,613億円

有価証券は、投資業務の進捗等により、同比2,503億円
増の1兆8,879億円

その他資産は、コールローンの増加等により、同比2,018億
円増の5,446億円

②負債

負債全体では、危機対応融資の約定回収に伴う

ツーステップ・ローンの返済を主とした借用金の同比5,843

億円の減少等により、同比696億円減の13兆6,133億円

③純資産

2014/6の株主総会決議を経て配当実施(△308億円)

当期純利益927億円等により、純資産は2014/3末比

1,195億円増の2兆7,472億円

当期首残高 当期末残高
（単位：億円） 配当 当期純利益 その他

1 資本金 12,069 － － － － 12,069
2 資本剰余金 10,604 － － － － 10,604
3 利益剰余金 2,827 619 △ 308 927 － 3,447
4 株主資本 25,501 619 △ 308 927 － 26,121
5 675 532 － － 532 1,207
6 100 43 － － 43 143
7 純資産合計 26,277 1,195 △ 308 927 575 27,472

当期変動額

その他の包括利益累計額

少数株主持分



2014/3期 2015/3期 増減

（単位：億円） （Ａ） （Ｂ） （B）-（A）

1 株式･ファンド関係損益　　 303 321 18

2 株式等関係損益 26 162 136

3 投資損失引当金繰入(△)・戻入 0 △ 0 △ 1

4 株式等償却（△） △ 21 △ 48 △ 27

5 株式等売却損(△)益 47 211 164

6 ファンド関連損益 277 159 △ 118

7 ファンド関連利益 316 223 △ 92

8 ファンド関連損失（△） △ 38 △ 64 △ 25

9 持分法投資損益 22 22 0

10 306 282 △ 23

11 貸倒引当金繰入(△)・戻入 261 256 △ 5

12 偶発損失引当金繰入(△)・戻入 1 △ 0 △ 1

13 貸出金償却（△） △ 3 △ 3 △ 0

14 償却債権取立益 46 30 △ 16

15 貸出債権売却損（△）益 0 － △ 0

与信関係費用（△は費用)
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Ⅰ-４．株式・ファンド関係損益及びクレジットコスト（連結）

◆約定回収の進捗等に加え、貸倒実績率の低下も

あり、貸倒引当金は全体で256億円の戻入となり、

与信関係費用合計で282億円の益を計上

◆株式・ファンド関係損益は、全体で321億円の益を

計上

◆株式等関係損益は、複数の投資案件のEXIT等に

より、2014/3期比136億円増の162億円の益を

計上

◆ファンド関連損益は、同比118億円減少したものの、

複数の投資案件のEXIT等により、159億円の益を

確保



○リスク管理債権の状況＜連結＞
2014/3末 2014/9末 2015/3末

(単位：億円) （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (C)-(A) (C)-(B)

1 破綻先債権 27 15 － △ 27 △ 15

2 延滞債権 952 970 805 △ 147 △ 165

3 ３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権 393 257 217 △ 176 △ 40

4 1,373 1,243 1,022 △ 350 △ 220

5 138,384 133,279 132,613 △ 5,770 △ 665

6 0.99% 0.93% 0.77% △0.22% △0.16%

増減

リスク管理債権 ①

貸出金残高 ②

①／②

①金融再生法開示債権の状況（部分直接償却実施後） 2014/3末 2014/9末 2015/3末

(単位：億円) （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 　(C)-(A) 　(C)-(B)

7 46 18 5 △ 41 △ 13

8 928 961 793 △ 135 △ 168

9 394 258 217 △ 176 △ 40

10 1,368 1,237 1,016 △ 352 △ 222

11 100.0 100.0 100.0 － －

12 98.1 98.0 99.0 0.8 0.9

13 84.9 81.5 75.5 △9.3 △6.0

14 94.4 94.6 93.9 △0.4 △0.7

15 13.0 11.3 9.7 △3.4 △1.6

16 0.2 0.2 0.2 △0.0 0.0

増減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

○金融再生法開示債権の保全状況＜単体＞

危険債権

要管理債権

開示債権合計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

②保全率　　　　　　　　　　　　       　　      (単位：％)　

要管理債権

危険債権

開示債権合計

③その他債権に対する引当率　　　 　　　     (単位：％) 

正常先債権

要管理債権以外の要注意先債権
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Ⅰ-５．不良債権及びその保全状況

リスク管理債権残高、
同不良債権比率ともに、
2014/9末比で減少

金融再生法開示債権に
対する保全率は、開示債
権合計で93.9%と引き続き
高水準を堅持



2014/3期 2015/3期 増減

（単位：億円） （Ａ） （Ｂ） （B）-（A）

1 融資業務 1,525 1,457 △ 67

2 融資損益 1,200 1,124 △ 75

3 償却・引当（ネット） 325 332 7

4 投資業務 360 353 △ 7

5 投資損益 283 402 118

6 償却・引当（ネット） 77 △ 48 △ 125

7 156 74 △ 82

8 2,043 1,885 △ 157

9 営業経費 △ 403 △ 403 △ 0

10 1,639 1,482 △ 157

11 △ 407 △ 581 △ 173

12 1,232 900 △ 331

(※)業務分野の区分表記につきましては、経営管理上のものであります。

当期純利益

役務取引・その他損益等
（臨時損益含む）

小計

税引前当期純利益

法人税等合計
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Ⅰ-６．業務別損益概況（単体）

①融資業務

融資業務については、貸出金残高の減少に加え、

利幅縮小等により融資損益が2014/3期比で

減少した結果、全体でも同比67億円減となる

1,457億円の利益を計上

②投資業務

投資業務については、複数の投資案件のEXIT等に

よる株式等売却益の増加もあり、投資損益が同比

118億円増加したものの、償却・引当（ネット）の増

加により、全体では同比７億円減となる353億円の

利益を計上

③その他

役務取引・その他損益等については、投融資関連

手数料の計上減等により、同比82億円減となる

74億円の利益を計上
2014/3期 増減

（A) （B）-（A）

1 貸出金利回り 1.66% 1.53% △0.13%
2 外部負債利回り 0.99% 0.90% △0.09%
3 0.66% 0.63% △0.04%
4 営業経費率 0.30% 0.31% 0.00%
5 0.36% 0.32% △0.04%利鞘

（B)
2015/3期（参考情報＜単体＞）

利幅
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＜損害担保について＞
 危機対応業務に係る株式会社日本航空宛の損害担保契約付融資額

670億円のうち470億円（当社の更生手続終結により2011年４月に確定
した額）については、最終的には、同契約に基づき、日本公庫より補て
んされております。

 マイクロンメモリジャパン株式会社（旧エルピーダメモリ株式会社）に対
する債権等の一部(*1)については、日本公庫との間で損害担保取引
に係る契約を締結しており、当行は日本公庫に対し損害担保補償金
合計277億円を請求し、既に支払いを受けております。なお、今後、補
償金の支払いを受けた債権について元本にかかる回収等を行ったと
きは、当該回収等に補てん割合を乗じた金額を日本公庫に納付します。
（*2）

(*1) 出資額284億円（補てん割合８割）、融資額100億円（同５割）
なお、記載金額に利息、損害金等は含まれておりません。

(*2) 当社からの更生計画に基づく弁済金受領に伴い、2015年３月末まで
に277億円のうち累計２億円を日本公庫に納付済。

Ⅰ-７．危機対応業務にかかる実績等について
2008/10 2008/12 2011/3 2015/3

指定金融機関として
危機対応業務開始

震災危機対応業務

政府による増資措置

2009/9：1,032億32百万円（株主割当）

2010/3： 779億62百万円（株主割当）

金融危機対応業務（2011/3末まで）

政府による増資措置

2011/12： 61億70百万円（交付国債の償還）

2012/6 ：105億28百万円（交付国債の償還）

2012/12： 86億37百万円（交付国債の償還）

危機対応業務にかかる政府による増資額累計（2015/3末時点）

2,065億29百万円

これまでに危機認定
された主な事案

・金融危機
・円高危機

・震災危機

危機対応業務への取り組み状況(累計実績）＜単体＞

（単位：億円、件）

金額 件数 件数 金額 件数

1 融資額(*1) 53,877       1,123  55,007       1,129  1,130        6          

2 損害担保(*2) 2,683         47      2,683        47      － －

(*1) 日本公庫よりツーステップ・ローンによる信用の供与を受けた金額実績及び件数となっております。
(*2) 日本公庫より損害担保による信用の供与を受けた融資額及び出資額の合計（申込予定のものを含む）です。
(*3) うち東日本大震災に関する事案を対象とするものは以下の通りです。
　　　　　融資額２兆1,100億円（166件）、損害担保19億円（７件）

増減(B)-(A)

金額

2014/3末(A) 2015/3末(B)
(*3)
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title

Ⅱ．ＤＢＪ法改正について



【11】

Ⅱ-１．ＤＢＪ法改正のポイント
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１．完全民営化の方向性は引き続き維持

 目的規定（第１条）を始め本則は変更なし
 株式処分については、（会社の目的の達成に与える影響等を踏まえて）できる限り早期に

２．危機対応業務の適確な実施を図るための措置を講ずる

 指定金融機関として危機対応業務を実施

 2015年3月末まで危機対応のための政府

出資が可能

 当分の間、危機対応業務を行う責務を有する（併せて定款への記載義務）
 財務基盤確保のための政府出資規定の延長、政府による1/3超の株式保有義務 等

３．成長資金を集中的に供給する新たな投資（「特定投資」）の仕組みを時限的に創設

（競争力強化ファンド等を通じたリスクマネーの

供給）

 競争力強化ファンドを強化（産投出資による財源措置）する形で、2025年度までの時限
措置として特定投資業務を実施（併せて定款への記載義務、民業の補完・奨励義務）

 特定投資業務が完了するまでの間は、政府による1/2以上の株式保有義務

４．政府関与の継続等を受けた民間金融機関への配意規定など（本改正より新たに追加）

 業務全体に対する「適正な競争関係」への配慮義務
 政府における危機対応・特定投資業務の随時見直しと、その際の民間金融機関の代表

者からの意見聴取義務

→ 引き続き緊密なコミュニケーションを実施しながら、必要な枠組みを整えることを検討中

ＤＢＪ法改正前 ＤＢＪ法改正後

2015年4月1日から概ね5年後から7年後を目

途として、全株式を処分し、完全民営化

（３次中計でも掲げる通り、一般金融機関との

協働を業務の中心に据えつつ、緊密なコミュ

ニケーションを実施）
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【セーフティーネットマネーの供給確保（イメージ）】

お

客

様

・指定

商
工
組
合
中
央
金
庫

日
本
政
策
投
資
銀
行

指定金融機関

政 府

・出資
・資金の貸付け
・補給金交付

当行に対し、責務規定の新設等により、「当分の間」、危機対応業務を義務付け
→

【危機対応円滑化業務勘定】

日本政策金融公庫

• 「危機対応円滑化業務実
施方針」（大臣認可）の策
定・公表

• 指定金融機関と「協定書」
（大臣認可）を締結のうえ、
リスク補完等を実施

ツーステップ・ローン等

民
間
金
融
機
関

民
間
金
融
機
関

民
間
金
融
機
関

• 指定金融機関は、危機対応業務規程（大臣認可）に
基づき業務を実施

• 財務基盤確保のための政府出資規定の延長等
• 危機対応準備金勘定の新設・定款記載義務・政府による１/3超の株式保有義務等

Ⅱ-２．危機対応業務の義務付け・適確な実施

○リーマンショックや東日本大震災に際し、危機対応業務等を通じて当行が果たした役割への評価、民間
金融機関の参加・実績がなかった状況などを踏まえ、企業の危機への備えを助け、企業が安心して成
長に向けた取組みを行える環境を整備することで、大規模危機時において当行が当分の間、引き続き
必要な役割を果たすことを目的とした措置。

資金の供給等

※過去の危機対応に係る増資分は、資本金から危機対応準備金へ振り替え（2,065億円）
予定。今後の危機対応業務に係る増資分は、危機対応準備金へ直接計上。
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○我が国の企業競争力強化や地域活性化の観点から、そのための成長マネー（資本性資金・メザニン等）
の担い手・市場が我が国ではまだ未成熟であるとの問題意識の下、当行による成長マネーの供給を時
限的・集中的に強化することを企図。

○具体的には、競争力強化ファンド（注）での投融資実績を踏まえ、その内容等に見合うべく強化した、産
投出資を活用した新たな投資スキーム（＝「特定投資業務」）を創設。

（注） 競争力強化ファンドは、産投貸付1,000億円及び当行の自己資金500億円を財源として2013年3月に立ち上げ。2015年3月末現在で、
10件（約1,200億円）の出融資を決定済み。

国
（産業投資）

特定投資業務

その他金融機関等
（メガバンク、地銀、

民間ファンド等）

対象となる
企業の取組み

自己資金

民業の補完・奨励
（呼び水効果等）

繰入れ
（2015年度：650億円）

資本性資金等
（優先株・劣後ローン等）

✓企業の競争力の強化、
収益性の向上に資する
取組み

－新事業開拓
－異業種間連携
－休眠技術の活用 等

✓地域の活性化に資する

取組み2015年度：1,300億円

自己調達
（社債等）

融資等
成
長
を
支
え
る
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
等
の
充
実

２
０
２
５
年
度
末
を
目
途
に
保
有
債
権
等
を

譲
渡
・
処
分
等

民
間
フ
ァ
ン
ド
等
の
新
し
い
資
金
の
担
い
手
、

そ
れ
を
支
え
る
投
資
家
や
市
場
等
の
育
成

出資
（2015年度：650億円）

Ⅱ-３．特定投資業務概要（成長マネーの供給機能の強化）



当分の間

特定投資業務の適確な実施の
ための政府保有義務

危機対応業務の適確な実施のための政府保有義務

H32（2020）年度末

（特定投資決定期間）

1/3超

改正法施行

（H27年５月）

1/2以上
① 会社の目的達成（特定投資業務・危機対応業

務の適確な実施を含む）に与える影響

② 市場の動向

① 会社の目的達成（危機対応業務の適確な
実施を含む）に与える影響

② 市場の動向

① 会社の目的達成
に与える影響

② 市場の動向

下記事項を踏まえつつその縮減を図り、できる限り早期にその全部を処分

を勘案 を勘案

を勘案

H37（2025）年度末

（特定投資完了期限（目標））

政府の株式

保有義務

1/3超

1/2以上

（政府保有株式の処分）
附則第二条 政府は、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律第六条第二項の規定に基づき、その保有する会社の株式に

ついて、会社の目的の達成に与える影響及び市場の動向を踏まえつつその縮減を図り、できる限り早期にその全部を処分するものとする。
（危機対応業務に係る株式の政府保有）
附則第二条の八 政府は、当分の間、会社による危機対応業務の適確な実施を確保する観点から、会社の発行済株式の総数の三分の一を超える株式を

保有していなければならない。
（特定投資業務に係る株式の政府保有）
附則第二条の十三 政府は、会社が特定投資業務を完了するまでの間、会社による特定投資業務の適確な実施を確保する観点から、会社の発行済株式の

総数の二分の一以上に当たる株式を保有していなければならない。

完全民営化

(1)両業務の随時見直し及び(2)その際の民
間金融機関の代表者等からの意見聴取義
務が法定

主な条文 適正な競争関係の確保への配慮義務

Ⅱ-４．政府保有株式について（下図は危機対応業務の義務付けが平成37年度以降に継続するケースを想定）
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※ 実際の株式売却については、上記の会社の目的達成に与える影響や市場動向の他、当行の社内態勢整備を含む売却に向けた準備状況等に
より判断されることとなる



総資産

ＲＯＡ※2

ＲＯＥ※2

当期純利益

経費率※2

業務粗利益※1

※1：株式関係損益等を含む、クレジットコスト勘案後、経費差引前の実態業務粗利益。
※2：経費率、ＲＯＡは業務粗利益比。ＲＯＥは当期純利益比。
※3：コアTier1比率
※4：参考速報値

自己資本比率 ※3

2014年度(連結)
実績

１６．３兆円

９２７億円

２２％

１,９６８億円

３．５％

１６．２１％ ※4

１．２％

2016年度(連結)
（３次中計目標）

１４兆円程度

７００億円程度

２８％程度

１,６００億円程度

３％程度

１６％程度

１．１％程度

2016年度(連結)
（３次中計目標）

１５兆円程度

７００億円程度

２８％程度

１,６００億円程度

３％程度

１６％程度

１．０％程度

【変更後】【変更前】

Ⅱ-５．ＤＢＪ法改正に伴う第３次中計の財務目標値変更について
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○今般のＤＢＪ法改正は、第３次中期経営計画（以下、３次中計）の方向性に合致するものであり、当行としては引き続き
３次中計の方針を踏襲しつつ、リスクマネー供給規模の拡大に加えて、企業の成長支援や地域活性化などに資する
適切なリスクテイクを行うなど、成長資金供給の活性化等に向け取り組む。

○なお、３次中計の財務目標値について、特定投資業務の開始や足もとの金融環境等を踏まえ、当初より大きな変更は
ないものの、総資産及びＲＯＡを以下の通り変更する。



title

Ⅲ．第８期(２０１６年３月期)の

資金調達計画について
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2015年度計画の資金調達総額は、2014年度対比1,300億円増加

2015年度計画の自己調達は、2014年度対比横ばい

危機対応業務については、下記予算の枠外にて日本公庫からの借入金をもって実施する予定

６年債 1,200億円

10年債 800億円

政府保証外債は2009年度より政府保証

国内債に振り替えての発行が可能

Ⅲ-１．資金調達計画サマリー
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産投出資650億円を含む

2013年度 2014年度 2015年度

（単位：億円） 当初計画 当初計画 当初計画

1 6,500 6,500 6,500

2 3,000 3,000 3,000

3 ２０年借入 1,800 1,800 1,800

4 １５年借入 1,200 1,200 1,200

5 2,000 2,000 2,000

6 1,500 1,500 1,500

7 6,600 6,600 6,600

8 4,000 4,000 4,000

9 2,600 2,600 2,600

10 9,400 7,900 9,200

11 22,500 21,000 22,300

財投資金

財融借入金

政府保証国内債

自己調達

財投機関債（社債）

長期借入金

自己資金等

合計

政府保証外債



Ⅲ-２．近時の財投機関債（社債）発行のトラックレコード
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（*2）第１回ＤＢＪグリーンボンド

グリーンボンドとは、債券発行によ
り得た資金を、原則として環境・社
会的意義の高い既存/新規のプロ
ジェクトにのみに充当する債券。
本件は、DBJ Green Building認証
制度により認証が付与された物件
向け融資に資金使途を限定した
債券。

国内公募債
（2013年度発行額）

第34回 第35回 第36回 第37回 第38回 第39回 第40回 第41回 第42回

条 件 決 定 2013/4 2013/4 2013/7 2013/7 2013/10 2013/10 2013/11 2014/1 2014/1

年 限 3年 5年 3年 5年 3年 5年 8年 3年 5年

発 行 額 700億円 500億円 300億円 300億円 400億円 200億円 200億円 300億円 200億円

利 率 0.243% 0.265% 0.233% 0.398% 0.197% 0.264% 変動 0.177% 0.265%

ロ ー ン チ 時
JGB ス プ レ ッ ド

+9bp +9bp +6bp +6bp +6bp +6bp - +6bp +6bp

国内公募債
（2014～2015年度発行額）

第43回 第44回 第45回 第46回 第47回 第48回 第49回 第50回 第51回 第52回 第53回 第54回

条 件 決 定 2014/4 2014/4 2014/7 2014/7 2014/7 2014/10 2014/10 2014/10 2015/1 2015/1 2015/4 2015/4

年 限 3年 5年 3年 5年 15年 3年 5年 10年 3年 5年 3年 5年

発 行 額 300億円 300億円 300億円 300億円 100億円 300億円 300億円 100億円 400億円 250億円 300億円 300億円

利 率 0.162% 0.245% 0.136% 0.219% 1.027% 0.131% 0.204% 0.515% 0.101% 0.140% 0.101% 0.182%

ロ ー ン チ 時
JGB ス プ レ ッ ド

+5.5bp +6bp +5.0bp +5.5bp +5.5bp +4.5bp +5.0bp +5.0bp - (*1) - (*1) - (*1) +8.0bp

(*1)第51～53回国内公募債は絶対金利でのプライシングを実施。

ユーロMTN
（2013～2015年度発行額）

第41回
MTN

第42回
MTN

第43回
MTN

第44回
MTN

第45回
MTN

第46回
MTN

第47回
MTN

第48回
MTN

第49回
MTN

第50回
MTN

第51回
MTN

第52回
MTN

第53回
MTN(*2）

第54回
MTN

第55回
MTN

条 件 決 定 2013/4 2013/4 2013/5 2013/9 2013/10 2013/10 2014/2 2014/4 2014/4 2014/4 2014/8 2014/8 2014/9 2015/4 2015/5

年 限 2年 5年 5年 1年 10年 5年 5年 7年 7年 2年 5年 9年 3年 7年 10年6ヶ月

発 行 額 USD250mil USD100mil EUR38mil GBP35mil USD20mil USD100mil EUR22mil USD150mil USD96mil EUR100mil GBP32mil USD100mil EUR250mil USD140mil USD60mil

利 率 変動 変動 変動 変動 変動 変動 変動 変動 2.863% 変動 変動 2.868% 0.250% 2.235% 2.858%



株式会社化後も本邦金融機関として高い格付評価を取得

Ⅲ-３．当行の発行体格付
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格付機関 現行格付

ＡＡＡ
（安定的）

・格付は、大企業や地方公共団体などと構築してきた堅固な事業基盤や規律ある財務運営などの単体評価に加え、
　特別法に基づく機関として国のサポートを受ける可能性が高いことを反映している。
・危機対応業務は民営化スキームのなかで想定されていた業務であったが、DBJによる同業務の業績は
　DBJが担う政策上の重要な機能を再認識させるものであった。危機対応業務以外にもリスクマネーの提供などを通じた
　わが国の競争力強化に向けた施策や地域活性化など、政府の諸施策に配意した取り組みが多い。
　パブリックな性格はなお濃く、またそのような性格を有することに対する政策当局の期待も強いように見受けられる。
（出典：日本格付研究所「News Release」 2014/12/18付）

Moody's
Ａ1

（安定的）

・危機時に、政府からDBJへ政府サポートが提供される可能性が非常に高いとのムーディーズの見解は、DBJの事業と
　政府の施策の一体性、政府にとってのDBJの政策上の重要性、および政府がこれまで政府系金融機関に提供してきた
　様々な継続的および特別のサポートを反映している。
・2015年3月末を目途に政府によるDBJの在り方に関する見直しを終える予定となっている。同行の在り方に変化が
　ある場合においても長い移行期間が設けられると想定するため、信用力に大きな変化が生じるような事態は想定して
　いない。更に、同行の実証された政策的役割の重要性に鑑みれば、政府は今後もDBJに一定の影響を及ぼすであろうと
　ムーディーズはみている。
（出典：ムーディーズ・ジャパン「CREDIT OPINION」2014/12/8付）

Ｓ＆Ｐ Ａ＋
（ネガティブ）

・同行は危機対応業務、インフラ向けなどの長期資金供給、投融資一体型の資金供給などに加え、
　2月の法案が可決成立した後は地域経済の活性化や国内企業の競争力強化などを目的とする特定投資業務が義務付けられ、
　政府が経済政策を実現するうえで重要な役割を担う。
・同行の政策的役割の評価「極めて重要（critical)」と、政府との関係の評価「非常に強い（very strong)」に基づき、
　必要時に日本政府から同行に対し特別な支援が提供される可能性を「極めて高い」と評価。
・本法案では、同行の完全民営化の時期に関する記述が削除されたほか、政府の持ち分の下限に関し、特定投資業務を完了する
　2026年3月末までは2分の1以上、危機対応の適確な実施を確保するために「当分の間」は3分の1超－と明確化された。
　これらは、日本政府が長期間にわたり同行の業務に対し強いコミットメントを維持する方針を示すものとS&Pは考える。
（出典：STANDARD & POOR'S 「日本政策投資銀行 レポート」2015/5/7付）

当行格付に関する主要なコメント（各機関のリリース資料を元に当行作成）

Ｒ＆Ｉ
ＡＡ

（安定的）

・完全民営化を見据えて株式会社化されたが、根拠法の改正などにより株式処分の時期はかなり先に延期されている。
　成長戦略や危機対応業務で果たしている役割を考慮すると、政府の強い関与が継続する可能性が高く、完全民営化の
　可能性はかなり薄れているとR&Iはみている。ただ、完全民営化の可能性も残っていることから、現在の格付は
　日本ソブリンの１ノッチ下にある。
（出典：格付投資情報センター「NEWS RELEASE」2014/10/1付）

ＪＣＲ
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title
 本資料は、債券投資家の皆さまへの情報提供のみを目的としたものであり、債券の募集、売出し、売買などの勧誘を目的とし

たものではありません。

 債券の投資判断にあたりましては、当該債券の発行などにあたり作成された目論見書などに記載された条件、内容や仕組み

など及びその他入手可能な直近の情報などを必ずご確認いただき、投資家の皆さまのご自身の責任でご判断くださいますよう

お願い申し上げます。

 なお、本資料には、当行の将来に関する記述が含まれておりますが、これらは当行が現在入手している情報に基づく、本資

料作成時点における予測等を基礎として作成されています。これらの記述に用いられる諸仮定は将来において不正確であるこ

とが判明したり、将来実現しない可能性があります。これらの記述は本資料のために作成されたものであり、これらを随時更新

する義務や方針を当行は有しておりません。また、本資料に記載されている当行以外の企業等に関わる記述は、公開情報に

基づいて作成したものであり、かかる情報の正確性を当行が保証するものではありません。

【本件の問い合わせ先】

株式会社日本政策投資銀行

財務部 財務課

TEL：03-3244-1820

FAX：03-3270-5229


